
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立高等専門学校機構（法人番号801015000820）役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長　　　　　　　　

  ②令和４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　③ 役員報酬基準の内容及び令和４年度における改定内容

  当機構役員給与規則で前年度の機構の業績評価を参考に、その者の勤務実績に応じて賞与（期末
特別手当）を100分の10の範囲内で増減できることとしている。令和４年度においては、令和３年度の業
績評価を参考にした結果、賞与の増減は行わないこととした。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  当法人は、国立の高等教育機関であり、役員報酬水準を検討するにあたって、同じく国立の高等教育
機関である国立大学法人等の役員報酬水準及び国家公務員の給与水準を参考とした（以下参照）。

(1)　国立大学法人等の常勤役員の報酬
　公表資料によれば、令和３年度の国立大学法人等の長の年間報酬額は18,143千円であり、理事につ
いては、14,301千円、監事については1,876千円である。公表対象年度についても、大幅な給与改定が
なければ、同等の給与水準であることが推定される。

(2)　国家公務員の給与水準
　公表資料によれば、事務次官年間報酬額は23,374千円である。

（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　法人の長（理事長）の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成
されている。月額については、当機構役員給与規則に則り、本給（965千円）
（令和４年度における額）に、当機構教職員給与規則に準じて支給される地
域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当、及び寒冷地手当を加
算して算出している。期末特別手当についても、当機構役員給与規則に則
り、期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動手当＋（本給＋地域
手当＋広域異動手当）×100分の20＋本給×100分の25）に、100分の165を
乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応
じた割合を乗じて得た額（文部科学大臣における前年度の機構の業績評価
を参考に、その者の勤務実績に応じ、その得られた額の100分の10の範囲
内で増減できる。）としている。

　なお、令和４年度においては以下の改定を行った。
令和３年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容
　・期末特別手当の支給月数を年間0.10月引き下げた。
令和４年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容
　・期末特別手当の支給月数を年間0.05月引き上げた。



理事

　　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

理事（非常勤）　　　　　　　

　　　　　　　　

監事（非常勤）　　　　　　　

　　　　　　　　 　監事（非常勤）の報酬支給基準は、当機構役員給与規則に則り、月額120
千円と定めている。令和４年度における改定はない。

　理事（非常勤）の報酬支給基準は、当機構役員給与規則に則り、月額120
千円と定めている。令和４年度における改定はない。

　理事の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月
額については、当機構役員給与規則に則り、本給（761千円）（令和４年度に
おける額）（職務の困難度、実績等を勘案して必要と認める場合は、818千
円）に、当機構教職員給与規則に準じて支給される地域手当、広域異動手
当、通勤手当、単身赴任手当、兼任手当（校長を兼任する理事に限る。）及
び寒冷地手当を加算して算出している。期末特別手当についても、当機構
役員給与規則に則り、期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動
手当＋（本給＋地域手当＋広域異動手当）×100分の20＋本給×100分の
25）に、100分の165を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるそ
の者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額（文部科学大臣における前年
度の機構の業績評価を参考に、その者の勤務実績に応じ、その得られた額
の100分の10の範囲内で増減できる。）としている。

　なお、令和４年度においては以下の改定を行った。
令和３年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容
　・期末特別手当の支給月数を年間0.10月引き下げた。
令和４年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容
　・期末特別手当の支給月数を年間0.05月引き上げた。



２　役員の報酬等の支給状況
令和４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,277 11,580 5,133 1,563 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

4,636 2,283 1,993
308
51

（地域手当）
（通勤手当）

6月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

11,356 7,362 2,316
1,472

206
（地域手当）
（通勤手当）

7月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

14,413 9,132 4,048 1,233 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

16,045 9,132 4,048

1,233
115
540
912
65

（地域手当）
（通勤手当）
（兼任手当）

（単身赴任手当）
（寒冷地手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

14,977 9,132 4,048
1,233

24
540

（地域手当）
（通勤手当）
（兼任手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

15,802 9,132 4,244
1,826

60
540

（地域手当）
（通勤手当）
（兼任手当）

4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 4月1日

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 ※

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「兼任手当」は校長を兼任する理事に支給するもの。
注４：総額、各内訳については端数処理のため、合計額は必ずしも一致しない。

法人の長

A理事
(前任）

D理事

A監事
（非常勤）

前職

F理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

B監事
（非常勤）

C理事

B理事

E理事

その他（内容）

A理事
(後任）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　当法人は、全国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」とい
う。）を設置（現在は51校）すること等により、職業に必要な実践
的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成す
るとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図
ることを目的として、平成16年４月に設立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に
伴って、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるい
は効率的な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、理事長は、就任前の学校経営者等の経験を
活かして、高専における教育・研究環境をソフト・ハード両面にお
いて充実させ、また、全国の高専が１つの法人にまとめられたス
ケールメリットを活かして、戦略的かつ計画的な資源配分を行う
など、管理運営部門の合理化や教育の質の向上に向けた取組
みを実施するリーダーシップや高いマネジメント能力が求められ
る。
　理事長の年間報酬額は、18,277千円であり、人数規模が同規
模である民間企業の役員報酬55,053千円と比較した場合、それ
以下であり、また、事務次官の年間給与額23,374千円と比べて
もそれ以下となっている。
　また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の長の
報酬水準（令和３年度）は18,143千円であり、理事長の年間報酬
額と同水準となっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報
酬水準は妥当であると考えられる。

　当法人は、全国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」とい
う。）を設置（現在は51校）すること等により、職業に必要な実践
的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成す
るとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図
ることを目的として、平成16年４月に設立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に
伴って、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるい
は効率的な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、理事は、就任前の研究者、管理職等の経
験、専門的知識を活かして、それぞれの担当分野を総括し、理
事長を補佐するリーダーシップや高いマネジメント能力が求めら
れる。
　理事の年間報酬額は、15,445千円（５名の理事の平均）であ
り、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬55,053千円と
比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額
23,374千円と比べてもそれ以下となっている。
　また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の理事
の報酬水準（令和３年度）は14,301千円であり、理事の年間報酬
額と同水準となっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報
酬水準は妥当であると考えられる。



　理事（非常勤）

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　当法人は、全国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」とい
う。）を設置（現在は51校）すること等により、職業に必要な実践
的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成す
るとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図
ることを目的として、平成16年４月に設立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に
伴って、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるい
は効率的な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、理事（非常勤）は、就任前の研究者、管理職
等の経験、専門的知識を活かして、担当分野を総括し、理事長
を補佐するリーダーシップや高いマネジメント能力が求められ
る。
　人数規模が同規模である民間企業の役員報酬は55,053千円
であり、また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の
理事の報酬水準（令和３年度）は14,301千円である。
　理事（非常勤）の報酬は、常勤の理事の報酬を基礎として、年
間業務量を勘案して決定しており、同様の方法を用いれば、人
数規模が同規模である民間企業の役員報酬は8,029千円、国立
大学法人の理事の報酬水準は2,086千円であり、理事（非常勤）
の年間報酬額1,440千円を超えている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報
酬水準は妥当であると考えられる。

　当法人は、全国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」とい
う。）を設置（現在は51校）すること等により、職業に必要な実践
的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成す
るとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図
ることを目的として、平成16年４月に設立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に
伴って、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるい
は効率的な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、監事（非常勤）は、就任前の学校管理職、公
認会計士等の経験、専門的知識を活かして、機構の業務が適
正かつ効率的に行われるよう当法人を監査する職であり、リー
ダーシップや高い専門性が求められる。
　人数規模が同規模である民間企業の役員報酬は55,053千円
であり、また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の
監事の報酬水準（令和３年度）は12,169千円である。
　監事（非常勤）の報酬は、常勤の監事の報酬を基礎として、年
間業務量を勘案して決定しており、同様の方法を用いれば、人
数規模が同規模である民間企業の役員報酬は8,487千円、国立
大学監事の報酬水準は1,876千円であり、監事（非常勤）の年間
報酬額1,440千円を超えている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報
酬水準は妥当であると考えられる。

　職務内容の特性や参考となる他法人との比較などを考慮する
と法人の報酬水準は妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　当機構役員給与規則で前年度の機構の業績評価を参考に、その者の勤務実績
に応じて賞与（期末特別手当）を100分の10の範囲内で増減できることとしており、
今後もその仕組みを継続する。

理事
（非常勤）

理事

理事
（非常勤）

理事

監事
（非常勤）

法人の長

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

法人での在職期間

監事
（非常勤）

法人の長

２０歳 ５６歳２８歳 ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人 ９人 (人)



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和４年度における主な改定内容

　当法人においては、法人が発足した平成16年度から、勤務成績を考慮し、昇給、昇格及び
勤勉手当の成績率を決定している。
　賞与のうち査定支給分（勤勉手当）について、平成16年度は賞与のうち32.1%であったが、国
家公務員の給与改定の動向も踏まえつつ査定支給分の拡大を行い、令和４年度は45.9%まで
拡大した。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　当機構教職員給与規則及び当機構海外に在勤する教職員の処遇等に関する特例規則に則
り、本給及び諸手当（管理職手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手
当、単身赴任手当、専攻科長等手当、衛生管理者手当、教員特殊業務手当、在宅勤務手当、
超過勤務手当、休日給、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地
手当、極地観測手当及び在勤手当）としている。
　期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当）に
100分の120を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動手当）に理事長が定め
る割合（勤務成績が標準の者で100分の96）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間にお
けるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

　なお、令和４年度においては以下の改定を行った。
令和３年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容
　・期末手当の支給月数を年間0.15月引き下げた。
令和４年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容
　・勤勉手当の支給月数を年間0.10月引き上げた。
　・本給を平均0.3％引き上げた。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　当法人は、国立の高等教育機関であり、事務・技術職員の給与水準を検討するにあたって、
同じく国立の高等教育機関である国立大学法人等の職員及び国家公務員の給与水準のほ
か、民間職員の給与水準として令和３年職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規
模別（当法人約6,000人）・職種別平均給与額を参考とした（以下参照）。
(1)　国立大学法人等の職員の給与
　公表資料によれば、令和３年度の国立大学法人等の職員の平均年間給与額は5,959千円で
ある。
(2)　国家公務員の給与水準
　公表資料によれば、令和３年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与
月額は405千円となっており、全職員の平均給与月額は413千円となっている。
(3)　民間職員の給与水準
　職種別民間給与実態調査において、当法人と同等の規模の企業の職員（大学卒・事務係
員）令和４年４月の平均支給額は、355千円である。

（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

4,901 46.5 7,128 5,150 90 1,978
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,802 42.1 5,616 4,116 95 1,500
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,008 49.1 8,060 5,787 86 2,273
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 46.7 7,062 5,110 187 1,952
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 42.7 5,669 4,224 212 1,445
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 49.9 5,674 4,140 93 1,534
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 66.5 14,355 10,512 281 3,843

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 52.4 16,668 14,136 3 2,532

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 41.8 5,068 3,729 44 1,339
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 46.7 4,245 3,121 41 1,124
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 38.6 5,617 4,135 46 1,482

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 63.1 3,787 3,158 107 629
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 62.1 3,326 2,778 124 548
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 64.5 4,513 3,757 80 756
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

53 48.9 5,516 4,068 123 1,448
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 55.5 4,355 3,233 155 1,122
人 歳 千円 千円 千円 千円

32 44.7 6,277 4,615 102 1,662
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：海事職種（一）とは、船舶に乗り込む船長、航海士、機関長及び機関士を示す。

注３：海事職種（二）とは、船舶に乗り込む職員（海事職種（一）を除く。）を示す。

注４：指定職員とは、校長（教育職種（高等専門学校教員）を除く。）を示す。

注５：技能・労務職種とは、自動車運転手、用務員及びその他の労務に従事する職員を示す。

注６：以下区分中の職種については、該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が

　特定される恐れのあることから、区分以外は記載せず、職員全体の数値からも除外している。

　 ・再任用職員（医療職種（看護師））

　 ・非常勤職員（医療職種（看護師））

注７：以下区分中の職種については、該当者がいないため省略した。

　 ・常勤職員　 （技能・労務職種、研究職種、医療職種（栄養士、病院医師、病院看護師））

　 ・任期付職員（技能・労務職種、研究職種、医療職種（栄養士、病院医師、病院看護師）、海事職種）

　 ・再任用職員（技能・労務職種、研究職種、医療職種（栄養士、病院医師、病院看護師）、海事職種）

　 ・非常勤職員（技能・労務職種、研究職種、医療職種（栄養士、病院医師、病院看護師）、海事職種）

教育職種
（高等専門学校教員）

再任用職員

平均年齢 うち賞与

常勤職員

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（看護師）

令和４年度の年間給与額（平均）

総額
人員

事務・技術

指定職員

海事職種（二）

在外職員

任期付職員

事務・技術

区分

海事職種（一）

事務・技術

うち所定内

事務・技術

医療職種
（看護師）

非常勤職員

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（看護師）

教育職種
（高等専門学校教員）



②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：教育職員（高等専門学校教員）の20～23歳の該当者はいないため、年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（高等専門学校教員））
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

執行調整役 1 - - -

本部事務局部長 2 - - -

本部課長 4 49.8 8,703 -

本部課長補佐 6 51.2 7,532 7,775 ～ 7,215

本部係長 20 42.3 6,177 7,329 ～ 4,726

本部主任 20 37.4 5,296 6,754 ～ 4,599

本部係員 23 29.3 4,117 5,037 ～ 3,041

地方部長 30 58.3 9,556 10,995 ～ 8,594

地方課長 63 54.2 8,059 10,277 ～ 6,605

地方課長補佐 257 52.8 6,682 8,077 ～ 5,016

地方係長 724 44.6 5,773 8,065 ～ 4,063

地方主任 257 38.5 4,923 6,532 ～ 3,583

地方係員 401 30.7 3,937 5,607 ～ 2,824

　　特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

注2：本部課長の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額は平均のみを

　　記載している。

（教育職員（高等専門学校教員））

平均
人 歳 千円

校長 35 64.4 11,953 13,643 ～ 8,815

教授 1,367 55.2 9,004 12,144 ～ 7,008

准教授 1,219 45.7 7,435 9,033 ～ 4,535

講師 208 38.3 6,121 8,070 ～ 4,556

助教 183 35.1 5,115 7,079 ～ 4,081

助手 4 51.5 6,001 -

理事長付 1 - - -

注１：助手の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額は平均のみを

　　記載している。

注２：理事長付の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び

　　年間給与の平均額については記載していない。

③

年間給与額

年間給与額
平均年齢

平均年齢人員

千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（高等専門学校教員））

分布状況を示すグループ

千円

最高～最低

注１：、執行調整役、本部事務局部長の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が

最高～最低
分布状況を示すグループ 人員



（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

55.4 52.4 53.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

44.6 47.6 46.1

％ ％ ％

         最高～最低 55.7～33.2 58.1～43.9 55.6～41.8

％ ％ ％

55.2 53.2 54.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

44.8 46.8 45.9

％ ％ ％

         最高～最低 56.8～35.1 54.3～36.9 54.8～36.9

（教育職員（高等専門学校教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

52.4 50.2 51.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

47.6 49.8 48.7

％ ％ ％

         最高～最低 56.2～41.8 71.5～32.2 64.4～41.1

％ ％ ％

55.4 53.3 54.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

44.6 46.7 45.7

％ ％ ％

         最高～最低 53.7～35.3 55.2～31.6 52.7～36.8

④

区分

一般
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（高等専門学校教員））

９人



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案 84.0

・年齢・地域勘案 92.0

・年齢・学歴勘案 83.9

・年齢・地域・学歴勘案 91.9

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

○参考指標
　教育職員（高等専門学校教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　　97.3

　注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（四）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和４年度の
　　　教育職員（高等専門学校教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）
○22歳（大卒初任給）
　月額210,202円　年間給与3,430,497円
○35歳（本部係長）
　月額303,726円　年間給与5,022,412円
○50歳（本部課長補佐）
　月額417,226円　年間給与6,989,367円

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき10,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準は適正であ
ると考える。

内容

  今後も引き続き適正な給与水準の維持に努める。

項目

対国家公務員
指数の状況

　適用される本給表は国の同種の俸給表と同水準のものとなっているが、高専は地域手当の支給
割合の低い勤務地に所在する学校が多いことや、学校が小規模な組織で給与の高い管理職ポス
トが少ないことから、国家公務員に比べ低い水準となっている。

　当法人においては、法人が発足した平成16年度から、勤務成績を考慮し、昇給、昇格及び勤勉手
当の成績率を決定しており、今後もその仕組みを継続する。

　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与等を勘案し、
設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べて給与水準が高い法人
は、その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改
革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与、国立大学法人等の給与及び民間企業の従業員の給与等を
総合的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検
証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めてい
ただきたい。

　給与水準の妥当性の
　検証



Ⅲ　総人件費について

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

　特になし

4,468,429

4,459,470

7,410,057

59,664,038

4,024,378

4,812,967

7,422,536

59,106,905

給与、報酬等支給総額
43,186,90043,836,316

②「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に
基づき、平成30年2月1日から以下の措置を講ずることとした。

　役職員の退職手当について、支給水準の引き下げを実施した。
○役員に関する講じた措置の概要
　本給月額に乗じる割合を、現行の10.875/100から、10.4625/100に引き下げた。
○職員に関する講じた措置の概要
　調整率を、現行の87.0/100から、83.7/100に引き下げた。
なお、措置の時期は、国家公務員の退職手当の見直しの動向を踏まえ、可能な限り
速やかに法人の退職手当支給基準の見直し及び就業規則改正の手続きを進めた
結果、国家公務員に係る措置時期（平成30年1月1日）と異なる取扱いとした。

退職手当支給額
3,933,965

区　　分

42,847,02443,326,082

3,579,889

4,111,829

①給与、報酬等総支給額及び最広義人件費における主な増減要因

　給与、報酬等支給総額については対前年度比1.2%減となっており、最広義人件費
についても対前年度比で1.0％減となった。主な理由としては、教職員数の減があっ
たことが考えられる。

4,280,915

58,703,231

福利厚生費
7,301,451

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

7,340,826

58,868,860


